
 

 

事業者名  　佐渡瓦斯株式会社

円 円

80,862,563 11,862,202

75,895,339 9,513,202

11,495,231 2,349,000

58,226,702 24,116,051

4,570,158 5,904,718

1,588,073 2,480,443

15,175 5,953,866

72,800 1,594,499

4,894,424 12,711

2,000 596,537

4,892,424 1,299,674

224,962,099 2,037,534

43,358,867 4,236,069

3,145,252

9,324,205 35,978,253

 89,605

1,410,467 269,846,409

6,101,424 40,000,000

471,746 229,846,409

153,326,109 10,000,000

347,255 219,846,409

664,525 別 途 積 立 金 198,900,000

6,785,644 繰 越 利 益 剰 余 金 20,946,409

△ 63,000

269,846,409

305,824,662 305,824,662

貸     借     対     照     表

2019年12月31日現在

資 産 の 部 負 債 の 部

固 定 資 産 固 定 負 債

有 形 固 定 資 産 退 職 給 付 引 当 金

製 造 設 備 役 員 退 職 慰 労 引 当 金

供 給 設 備 流 動 負 債

業 務 設 備 買 掛 金

附 帯 事 業 設 備 未 払 金

建 設 仮 勘 定 未 払 費 用

無 形 固 定 資 産 未 払 法 人 税 等

投 資 そ の 他 の 資 産 前 受 金

出 資 金 預 り 金

製 品

株 主 資 本

繰 延 税 金 資 産 関 係 会 社 短 期 債 務

賞 与 引 当 金

附 帯 事 業 流 動 負 債

流 動 資 産

現 金 及 び 預 金

売 掛 金

負 債 合 計未 収 入 金

純 資 産 の 部

原 料

資 本 金貯 蔵 品

利 益 剰 余 金前 払 費 用

資 産 合 計 負 債 純 資 産 合 計

関 係 会 社 短 期 貸 付 金

そ の 他 利 益 剰 余 金関 係 会 社 短 期 債 権

そ の 他 流 動 資 産

附 帯 事 業 流 動 資 産

貸 倒 引 当 金

純 資 産 合 計

利 益 準 備 金

 



個 別 注 記 表 

 

事業者名 佐渡瓦斯株式会社 

2019 年  1 月  1 日から 

2019 年 12 月 31 日まで 

 

１．重要な会計方針に係る事項に関する注記 

（１）資産の評価基準及び評価方法 

（イ）有価証券 

その他有価証券で時価のないものの評価は、移動平均法による原価法によっており

ます。 

  （ロ）たな卸資産 

 移動平均法による原価法（貸借対照表価額については収益性の低下に基づく簿価切

下げの方法）によっております。 

（２）固定資産の減価償却の方法 

有形固定資産 

 定率法によっております。 

 ただし、1998 年４月 1日以降取得した建物(建物附属設備を除く) 並びに 2016 年４

月１日以降に取得した建物附属設備及び構築物については、定額法を採用しておりま

す。 

 なお、主な耐用年数は次のとおりであります。 

 供給設備  13～22 年 

（３）引当金の計上基準 

（イ）貸倒引当金 

 債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸

倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計

上しております。 

（ロ）退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務の見込額に基

づき算出しております。 

退職給付引当金及び退職給付費用の計算に、退職給付に係る期末自己都合要支給額

を退職給付債務とする方法を用いた簡便法を適用しております。 

（ハ）役員退職慰労引当金 

 役員の退職慰労金の支払に備えるため、支給内規に基づく期末要支給額を計上して

おります。 

（ニ）賞与引当金 

 従業員の賞与の支払に備えるため、支給見込額に基づき計上しております。 

 

 



（４）その他貸借対照表等の作成のための基本となる重要な事項 

消費税等の会計処理 

消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。 

 

２．表示方法の変更に関する注記 

「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」（企業会計基準第 28 号 2018 年２月 16 日）

を当事業年度より適用し、繰延税金資産は投資その他の資産の区分に表示し、繰延税金負

債は固定負債の区分に表示する方法に変更しております。 

 

３．貸借対照表に関する注記 

     有形固定資産の減価償却累計額 459,459,601 円 

    

４．税効果会計に関する注記 

繰延税金資産 

退職給付引当金 3,186,922 円  

役員退職慰労引当金 786,915   

賞与引当金 682,573   

減価償却超過額                18,313   

未納事業税 67,670   

少額資産償却超過額 76,322   

その他 860,624   

繰延税金資産小計 5,679,339   

評価性引当額 △786,915   

繰延税金資産合計 4,892,424   

 

５．１株当たり情報に関する注記 

（１）１株当たり純資産額             3,373 円 08 銭 

（２）１株当たり当期純利益             132 円 20 銭 

 

６．当期純損益金額                 10,576,425 円 


